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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【　経常収支比率(合計)　】
　経常収支比率は、類似団体の中で中位に属します。今後は、平成20年に策定した「財政リニューアルプラン」に基づき、経常経費の縮減に努め
ていきます。
【　人件費　】
　本市は他都市に先駆けて、業務の電算化や民間委託の推進、公設民営などによる直営施設の抑制などを進めてきたことから、人件費に係る経
常収支比率は、類似団体の中で最も低い水準にあります。今後とも、事務事業の廃止や外部委託化の推進、ＩＴの活用による事務処理の効率化な
どの見直しを進め、人件費の抑制に努めていきます。
【　物件費　】
　ごみ収集を他都市に先んじて外部委託化したことにより物件費は増加しましたが、物件費に係る経常収支比率は、類似団体の中で中位に属しま
す。今後とも、施設管理の効率化・コスト縮減や、既存の事務事業の内容、効果などの検証、見直しなどを進めていきます。
【　扶助費　】
　生活保護率や全体の保育所数に占める民間保育所数の割合が高いことなどから、扶助費に係る経常収支比率は、類似団体の中で高い水準と
なっています。対象者の増加や新たな課題にも対応していけるよう、事業の必要性や効果の検証に基づく再構築など、制度の見直しに取り組んで
いきます。
【　公債費　】
　公債費は、類似団体の中でも、高水準のところに位置しています。バブル経済崩壊後、国の経済対策への対応として市債を活用し、生活基盤整
備を進めたことなどにより、公債費や下水道、地下鉄などの公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金が大きくなっています。近年、
市債発行額を抑制しておりますが、今後も、平成20年6月に策定した「財政リニュ－アルプラン」に基づき、更なる市債発行額の抑制に努めていき
ます。
【　補助費等　】
　補助費等に係る経常収支比率は、類似団体の中で中位に属します。大きな割合を占める下水道事業への負担金が、類似団体より少ないことが
要因と考えられます。今後とも、維持管理費など経費の縮減に努めていきます。
【　その他　】
　その他は、経常的な経費のうち、人件費、物件費、扶助費、公債費、補助費等を除くもので、その約８割が繰出金となっています。繰出金は、国
民健康保険に加入する低所得者の保険料減免にかかるもの、介護や老人医療に関する公費負担であり、高齢化の進行により、今後、一定の増加
が見込まれます。
【　普通建設事業費　】
　道路、下水道など立ち遅れていた基盤整備を積極的に推進した結果、普通建設事業費の人口１人当たり決算額は、類似団体の平均を上回って
います。今後は、社会資本の整備水準が他都市と比較して遜色ない水準に達したことなどから、事業の優先度を見極め、真に必要なものへの重
点化を進めていきます。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 80,234,874 58,340 75,120 ▲ 22.3
賃金（物件費） 1,737,032 1,263 1,578 ▲ 20.0
一部事務組合負担金（補助費等） 56,730 41 428 ▲ 90.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 1,298,913 944 2,255 ▲ 58.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） 80,625 59 27 118.5
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 809,127 588 1,912 ▲ 69.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 4,692,100 3,412 1,652 106.5
▲退職金 ▲ 8,832,310 ▲ 6,422 ▲ 9,298 ▲ 30.9
合計 80,077,091 58,226 73,673 ▲ 21.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.95 7.51 ▲ 1.56
ラスパイレス指数 102.5 100.9 1.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

40,157,472 29,199 24,413 19.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

42,378,243 30,814 23,372 31.8

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 28,743,549 20,900 16,642 25.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

46,158 34 312 ▲ 89.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

3,342,774 2,431 1,067 127.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

218,423 159 16 893.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 66,988,267 ▲ 48,708 ▲ 38,243 27.4

合計 47,898,352 34,828 27,579 26.3
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)

実質公債費比率
起債制限比率

15.0

20.0

25.0

30.0

18.3

H19

18.3

H18

18.1

H17

17.9

H16

17.6

H15

18.4

23.0
21.9

人口1人当たり決算額
(円)

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

56,035

102,622

73,673

58,226

人口1人当たり決算額
(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値
13,191

37,985

27,579

34,828



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

117,890,401 88,848 ▲ 20.0 77,923 ▲ 13.3 ▲ 6.7

うち単独分 57,780,805 43,547 ▲ 11.6 45,042 ▲ 11.3 ▲ 0.3

113,738,550 85,091 ▲ 4.2 67,520 ▲ 13.4 9.2

うち単独分 59,839,109 44,767 2.8 40,304 ▲ 10.5 13.3

95,043,459 70,287 ▲ 17.4 61,674 ▲ 8.7 ▲ 8.7

うち単独分 59,345,129 43,887 ▲ 2.0 38,671 ▲ 4.1 2.1

94,347,902 69,178 ▲ 1.6 60,601 ▲ 1.7 0.1

うち単独分 52,343,877 38,380 ▲ 12.5 36,072 ▲ 6.7 ▲ 5.8

90,734,043 65,974 ▲ 4.6 59,665 ▲ 1.5 ▲ 3.1

うち単独分 44,462,236 32,329 ▲ 15.8 36,304 0.6 ▲ 16.4

過去５年間平均 102,350,871 75,876 ▲ 9.6 65,477 ▲ 7.7 ▲ 1.9

うち単独分 54,754,231 40,582 ▲ 7.8 39,279 ▲ 6.4 ▲ 1.4
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